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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被炊飯物を収容する炊飯鍋と、該炊飯鍋を取り出し可能に収容する鍋収容凹所を有する
炊飯器本体と、該鍋収容凹所の底壁部に設けられて前記炊飯鍋を加熱する電気ヒータと、
該炊飯器本体内に設けられた送風ファンと、該電気ヒータと該送風ファンを制御する制御
部と、を備えた電気炊飯器において、
　前記炊飯鍋が、前記被炊飯物を収容する陶器製の鍋本体と該鍋本体の開口部を蓋覆する
蓋体から構成されていると共に、
　前記炊飯器本体の前記鍋収容凹所に前記炊飯鍋が収容された状態で、該鍋収容凹所の上
方開口部において前記蓋体が外部に露呈されている一方、該鍋収容凹所の周壁部と該炊飯
鍋の該鍋本体との間に周方向および上下方向に広がる送風路が形成されていると共に、
　前記送風路の上端開口部が、前記鍋収容凹所の前記上方開口部において外部に直接連通
されている一方、前記送風路の下端開口部が前記炊飯器本体内に連通されており、
　前記制御部が、炊飯の蒸らし工程において前記送風ファンを駆動して、前記送風路の前
記下端開口部から導入された外気を、前記送風路内に滞留させることなく前記上端開口部
から連続的に排出させるようになっており、
　前記制御部が、前記蒸らし工程以外の工程において、前記送風ファンを駆動しないよう
になっている
ことを特徴とする電気炊飯器。
【請求項２】
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　前記制御部が、前記蒸らし工程の冒頭から該蒸らし工程の全期間の７割以上の期間に亘
って、連続して前記送風ファンを駆動して該送風路に外気を連続して通過させると共に、
前記電気ヒータをオフにしている請求項１に記載の電気炊飯器。
【請求項３】
　前記送風路が、前記鍋収容凹所の前記周壁部と前記鍋本体との間の全周に亘って広がる
環形状を呈しており、前記送風路の前記上端開口部が、前記周壁部の上端縁部と該鍋本体
の上端縁部の間に形成された上側環状隙間によって構成されている一方、前記送風路の前
記下端開口部が前記周壁部と前記底壁部の間に設けられた下側環状隙間によって構成され
ている請求項１または２に記載の電気炊飯器。
【請求項４】
　前記送風路における前記周壁部と前記鍋本体の間の隙間寸法が、前記上端開口部に向か
って拡大している請求項１～３の何れか１項に記載の電気炊飯器。
【請求項５】
　前記炊飯器本体の前記上方開口部側には、上方に開口する環状凹溝部が前記周壁部の外
周側に連接して設けられており、該環状凹溝部の底壁が前記周壁部の先端部よりも下方に
位置するように設けられている一方、
　前記炊飯鍋の前記鍋本体の上端縁部には、外周側に広がるフランジ部が設けられ、該フ
ランジ部の外周端面が前記環状凹溝部の直上に位置するように設けられており、該フラン
ジ部の底面には、外周側に向かうにしたがって前記環状凹溝部の前記底壁に接近する下方
傾斜がつけられている請求項１～４の何れか１項に記載の電気炊飯器。
【請求項６】
　前記炊飯鍋の前記蓋体が、前記鍋本体の開口部を蓋覆して平坦に広がる内蓋と、該内蓋
の上方に設置されて該内蓋との間に蒸気収納空間を形成する外蓋とを含んでおり、該内蓋
に肉厚寸法が該外蓋の肉厚寸法よりも大きくされている請求項１～５の何れか１項に記載
の電気炊飯器。
【請求項７】
　前記電気ヒータが、前記鍋本体の底部中央が載置される第一シーズヒータと、前記鍋本
体の底部周縁が載置される第二シーズヒータを含んで構成されている請求項１～６の何れ
か１項に記載の電気炊飯器。
【請求項８】
　前記制御部が、炊飯の昇温工程において、前記第一シーズヒータと前記第二シーズヒー
タの両方を使用する一方、その後の炊上工程では、前記第一シーズヒータのみを使用する
ようになっている請求項７に記載の電気炊飯器。
【請求項９】
　前記第一および第二シーズヒータの前記該昇温工程における出力値が、前記昇温工程の
冒頭において、吸水工程の出力値よりも下げられている請求項７または８に記載の電気炊
飯器。
【請求項１０】
　前記制御部が、被炊飯物を収容しない前記鍋本体が前記鍋収容凹所に収容された状態で
、前記電気ヒータと前記送風ファンを駆動させて前記鍋本体の乾燥を促進する乾燥モード
を含んでいる請求項１～９の何れか１項に記載の電気炊飯器。
【請求項１１】
　前記鍋収容凹所の底壁部中央には、温度センサのセンサ部が配設されている一方、
　前記鍋本体の底面には、該底面の一部を構成すると共に前記センサ部が当接される検温
板が配設されており、
　前記検温板が、前記陶器よりも熱伝達率の高い素材で構成されている請求項１～１０に
記載の電気炊飯器。
【請求項１２】
　前記検温板が、前記鍋本体の内周面を画成する内表面側に比して、前記鍋本体の外周面
を画成する外表面側の径寸法が小さい段付き円柱形状とされており、
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　前記検温板の前記外表面の中央部には前記センサ部を収容する収容凹所が設けられてい
る請求項１１に記載の電気炊飯器。
【請求項１３】
　前記検温板の大径部と小径部の間の段差面が、内周側に行くに従って下降する下方傾斜
面とされている一方、前記収容凹所の周壁部が下方に行くにしたがって径方向外方に広が
るテーパ面形状を有している請求項１２に記載の電気炊飯器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、陶器製の炊飯鍋を用いた電気炊飯器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、加熱時間等の管理が容易で簡便に炊飯が可能な機器として、電気炊飯器が広
く用いられている。近年では、加熱効率が高く早く美味しい御飯を炊き上げることができ
る、特許第４９１０４４１号公報（特許文献１）に記載の如き電磁誘導加熱式の電気炊飯
器も普及している。
【０００３】
　ところで、陶器製の土鍋を用いて炊き上げた御飯は、熱源により直接加熱されているこ
とから、加熱された陶器からの輻射熱の効果により、お米の芯まで均一に加熱され一粒一
粒がふっくらと立ち上がった美味しい御飯が炊けることで知られている。このため、特許
公報１に記載のとおり、電磁誘導加熱式の電気炊飯器であってもセラミック製の内鍋を採
用し、内鍋の底部および底部近傍に誘電効率の高い金属製のペーストを塗布することで、
電磁誘導加熱により金属製ペーストを誘導発熱し、内鍋を間接的に加熱する構造も提案さ
れている。
【０００４】
　ところが、セラミック等の非金属製の内鍋を採用すると、磁性金属製の内鍋の場合に比
して熱伝導性が劣り熱斑が生じ易く、被炊飯物の均一な加熱が実現され難い。そこで、送
風ファンからの風で電磁誘導加熱手段を冷却することで得た熱風を、内鍋側部の周囲に設
けた間隔が狭い熱風溜まり空間内に滞留させることにより、内鍋の低温部分を加温して内
鍋の均熱化を図る構造が提案されている。
【０００５】
　しかしながら、熱風溜まりによる内鍋の加温程度では、十分かつ速やかな内鍋の均熱化
を図ることができず、結果的に需要者の満足が得られる炊飯を行うには不十分であった。
しかも、送風ファンを内鍋を加熱する目的で利用する必要があることから、炊き上げ工程
の所定のタイミングで送風を行ったり、蒸らし工程では断続的に送風ファンを駆動するな
ど、送風ファンの駆動制御が複雑となり易い問題を内在していた。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特許第４９１０４４１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、上述の事情を背景に為されたものであって、複雑な制御を必要とすることな
く、簡単な構造でより美味しい御飯を炊き上げることができる、新規な構造の電気炊飯器
を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　以下、このような課題を解決するために為された本発明の態様を記載する。なお、以下
に記載の各態様において採用される構成要素は、可能な限り任意の組み合わせで採用可能
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である。
【０００９】
　本発明の第一の態様は、被炊飯物を収容する炊飯鍋と、該炊飯鍋を取り出し可能に収容
する鍋収容凹所を有する炊飯器本体と、該鍋収容凹所の底壁部に設けられて前記炊飯鍋を
加熱する電気ヒータと、該炊飯器本体内に設けられた送風ファンと、該電気ヒータと該送
風ファンを制御する制御部と、を備えた電気炊飯器において、前記炊飯鍋が、前記被炊飯
物を収容する陶器製の鍋本体と該鍋本体の開口部を覆蓋する蓋体から構成されていると共
に、前記炊飯器本体の前記鍋収容凹所に前記炊飯鍋が収容された状態で、該鍋収容凹所の
上方開口部において前記蓋体が外部に露呈されている一方、該鍋収容凹所の周壁部と該炊
飯鍋の該鍋本体との間に周方向および上下方向に広がる送風路が形成されていると共に、
前記送風路の上端開口部が、前記鍋収容凹所の前記上方開口部において外部に直接連通さ
れている一方、前記送風路の下端開口部が前記炊飯器本体内に連通されており、前記制御
部が、炊飯の蒸らし工程において前記送風ファンを駆動して、前記送風路の前記下端開口
部から導入された外気を、前記送風路内に滞留させることなく前記上端開口部から連続的
に排出させるようになっており、前記制御部が、前記蒸らし工程以外の工程において、前
記送風ファンを駆動しないようになっていることを特徴とする。
【００１０】
　本発明によれば、炊飯器本体の鍋収容凹所の底壁部に電気ヒータを設置すると共に、か
かる鍋収容凹所に陶器製の鍋本体を収容して、鍋本体を電気ヒータで直接加熱する構造が
採用されている。これにより、昔ながらの釜戸と同様に、陶器製の鍋本体が直接加熱され
る場合の鍋本体の緩やかな温度上昇性や温度上昇時における均熱化、さらに加熱後の蓄熱
性の高さを巧く利用することにより、お米を美味しく炊き上げることができるのである。
しかも、熱源は電気ヒータを利用していることから、制御部によって電気ヒータのオン・
オフを制御することができ、予約炊飯など電気炊飯器の利便性もそのまま保持することが
できる。
【００１１】
　さらに、炊飯鍋の陶器製鍋本体の開口部を覆蓋する蓋体が、炊飯器本体の鍋収容凹所に
炊飯鍋が収容された状態で、鍋収容凹所の上方開口部において外部に露呈されている。こ
れにより、蓄熱性の高い材料で構成された炊飯鍋の上方への放熱性が安定して確保され、
陶器製鍋本体の蓄熱性の高さに起因する不必要なお米の焦げ付きなどを有利かつ簡便に防
止することができる。
【００１２】
　加えて、鍋収容凹所の周壁部と炊飯鍋の鍋本体との間に形成される周方向および上下方
向に広がる送風路は、その上端開口部が、鍋収容凹所の上方開口部において外部に直接連
通されている。このような構造の送風路に対して、制御部が、炊飯の蒸らし工程において
、送風ファンを駆動して送風路の下端開口部から導入された外気を、送風路内に滞留させ
ることなく上端開口部から連続的に排出させるようになっている。したがって、陶器製の
鍋本体の蓄熱性が問題となる蒸らし工程において、送風ファンを駆動するだけで、送風路
に外気を連続して通過させることができ、鍋本体の全体の冷却を促進することが可能とな
っている。特に、送風路の上端開口部が外部に直接連通していることから、送風路からの
速やかな空気の排出が実現でき、空気の滞留を防止して鍋本体の速やかな冷却に寄与する
ことができる。
【００１３】
　なお、炊飯鍋において、蓋体は必ずしも陶器製である必要はなく、陶器製の他、鋳物製
やガラス製など任意の材料を用いることができる。また、陶器製の鍋本体は、高い蓄熱性
を保持するために、ＪＩＳ　Ａ　１５０９により測定したかさ密度が、１．５ｇ／ｃｍ3 

～２．３ｇ／ｃｍ3 、好ましくは２．０ｇ／ｃｍ3 ～２．１ｇ／ｃｍ3 とされている。加
えて、陶器製の鍋本体のＪＩＳ　Ａ　１５０９により測定した吸水率が、６～１２％、好
ましくは８～１０％とされている。
　本態様は、前記制御部が、前記蒸らし工程以外の工程において、前記送風ファンを駆動
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しないようになっている構成を採用している。
　本態様によれば、蒸らし工程以外の工程において、送風ファンが駆動しないようになっ
ていることから、送風路を通過する外気による陶器製の鍋本体の放熱が防止されており、
陶器製の鍋本体の蓄熱性を利用した炊飯を有利に実現することができる。
【００１４】
　本発明の第二の態様は、前記第一の態様に記載のものにおいて、前記制御部が、前記蒸
らし工程の冒頭から該蒸らし工程の全期間の７割以上の期間に亘って、連続して前記送風
ファンを駆動して該送風路に外気を連続して通過させると共に、前記電気ヒータをオフに
しているものである。
【００１５】
　本態様によれば、陶器製の鍋本体の蓄熱性が問題となる蒸らし工程において、冒頭から
全期間の７割以上の期間に亘って、電気ヒータがオフにされると共に連続して送風路に外
気が導入され続け、鍋本体の放熱を速やかに実行することができ、蒸らし工程に適した鍋
本体の温度を維持することができ、ふっくらとした美味しい御飯を炊き上げることができ
る。なお、本態様の送風ファンの連続駆動と電気ヒータのオフの状態は、蒸らし工程の冒
頭から７割以上の期間で実施されていればよく、炊飯の内容によっては、蒸らし工程の最
後に送風ファンを駆動せず電気ヒータをオフにして余分な水分を飛ばす工程を組み入れた
り、蒸らし工程の全期間において送風ファンの連続駆動と電気ヒータのオフの状態を維持
するようにしてもよい。
【００１８】
　本発明の第三の態様は、前記第一または第二の態様に記載のものにおいて、前記送風路
が、前記鍋収容凹所の前記周壁部と前記鍋本体との間の全周に亘って広がる環形状を呈し
ており、前記送風路の前記上端開口部が、前記周壁部の上端縁部と該鍋本体の上端縁部の
間に形成された上側環状隙間によって構成されている一方、前記送風路の前記下端開口部
が前記周壁部と前記底壁部の間に設けられた下側環状隙間によって構成されているもので
ある。
【００１９】
　本態様によれば、送風路が、鍋収容凹所の周壁部と鍋本体との間の全周に亘って広がる
環形状を呈し、かつ送風路の上端開口部と下端開口部が共に、全周に亘って開口する環形
状を呈している。これにより、送風路を通過する外気の挿通が妨げられることがなく、一
層速やかな外気の挿通とそれによる鍋本体の冷却を実現することができる。
【００２０】
　本発明の第四の態様は、前記第一乃至第三の何れか１つの態様に記載のものにおいて、
前記送風路における前記周壁部と前記鍋本体の間の隙間寸法が、前記上端開口部に向かっ
て拡大しているものである。
【００２１】
　本態様によれば、送風路の隙間寸法が上端開口部に向かって拡大していることから、送
風路内への外気の滞留を一層確実に回避して、より速やかな外気の挿通およびそれによる
鍋本体の冷却が可能となる。
【００２２】
　本発明の第五の態様は、前記第一乃至第四の何れか１つの態様に記載のものにおいて、
前記炊飯器本体の前記上方開口部側には、上方に開口する環状凹溝部が前記周壁部の外周
側に連接して設けられており、該環状凹溝部の底壁が前記周壁部の先端部よりも下方に位
置するように設けられている一方、前記炊飯鍋の前記鍋本体の上端縁部には、外周側に広
がるフランジ部が設けられ、該フランジ部の外周端面が前記環状凹溝部の直上に位置する
ように設けられており、該フランジ部の底面には、外周側に向かうにしたがって前記環状
凹溝部の前記底壁に接近する下方傾斜がつけられているものである。
【００２３】
　本態様によれば、鍋本体の上端縁部に設けられたフランジ部の外周端面が、その下方に
設けられた炊飯器本体の環状凹溝部の直上に位置するようになっている。これにより、炊
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飯時の吹きこぼれなどが、フランジ部を伝って外部に漏れた場合でも、環状凹溝部に収容
することができ、使用後の清掃等を簡便に行うことが可能となる。しかも、フランジ部の
底面には、外周側に向かうにしたがって環状凹溝部の底壁に接近する下方傾斜がつけられ
ていることから、フランジ部の底面を伝って吹きこぼれが鍋収容凹所側に入り込むことが
未然に防止されている。
【００２４】
　本発明の第六の態様は、前記第一乃至第五の何れか１つの態様に記載のものにおいて、
前記炊飯鍋の前記蓋体が、前記鍋本体の開口部を覆蓋して平坦に広がる内蓋と、該内蓋の
上方に設置されて該内蓋との間に蒸気収納空間を形成する外蓋とを含んでおり、該内蓋に
肉厚寸法が該外蓋の肉厚寸法よりも大きくされているものである。
【００２５】
　本態様によれば、炊飯鍋の蓋体が、内蓋と外蓋の二重部蓋構造とされており、内蓋と外
蓋の間に蒸気収納空間が形成されていることから、炊飯時の鍋本体内部の加圧状態や均熱
化を安定して保持することができる。さらに、内蓋が、鍋本体の開口部を覆蓋して平坦に
広がると共に、外蓋よりも厚肉に形成されていることから、内蓋の重量によって炊飯時の
鍋本体内部の加圧を一層確実に保持することができ、良好な炊飯を実現することができる
。
【００２６】
　本発明の第七の態様は、前記第一乃至第六の何れか１つの態様に記載のものにおいて、
前記電気ヒータが、前記鍋本体の底部中央が載置される第一シーズヒータと、前記鍋本体
の底部周縁が載置される第二シーズヒータを含んで構成されているものである。
【００２７】
　本態様によれば、第一シーズヒータと第二シーズヒータを、炊飯の工程に合わせてそれ
ぞれのオン／オフや出力制御をすることが可能となる。これにより、炊飯時の鍋本体の温
度分布をより有利に調整することができる。
【００２８】
　本発明の第八の態様は、前記第七の態様に記載のものにおいて、前記制御部が、炊飯の
昇温工程において、前記第一シーズヒータと前記第二シーズヒータの両方を使用する一方
、その後の炊上工程では、前記第一シーズヒータのみを使用するようになっているもので
ある。
【００２９】
　本態様によれば、陶器製の鍋本体の蓄熱性を利用して、炊上工程では、鍋本体の底部中
央が載置される第一シーズヒータのみの使用とすることができる。これにより、陶器製の
鍋本体の蓄熱性を利用した省電力な炊飯が可能となる。
【００３０】
　本発明の第九の態様は、前記第七または第八の態様に記載のものにおいて、前記第一お
よび第二シーズヒータの前記昇温工程における出力値が、前記昇温工程の冒頭において、
吸水工程の出力値よりも下げられているものである。
【００３１】
　本態様によれば、加温に時間を要する陶器製の鍋本体を吸水工程の時間を巧く利用して
加温を行い、昇温工程の冒頭から所望の鍋本体内の温度を実現することができる。さらに
、一旦昇温工程の冒頭でヒータの出力を落とすことにより、鍋本体内の温度を炊飯に最適
な状態に保つことができる。
【００３２】
　本発明の第十の態様は、前記第一乃至第九の何れか１つの態様に記載のものにおいて、
前記制御部が、被炊飯物を収容しない前記鍋本体が前記鍋収容凹所に収容された状態で、
前記電気ヒータと前記送風ファンを駆動させて前記鍋本体の乾燥を促進する乾燥モードを
含んでいるものである。
【００３３】
　本態様によれば、使用後の陶器製の鍋本体を鍋収容凹所に収容した状態で鍋本体の乾燥
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工程を行うことできる。これにより、わすれがちな使用後の鍋本体の乾燥を使用者に確実
に実行させることができ、鍋本体の製品状態の維持や耐久性の向上を図ることができる。
【００３４】
　本発明の第十一の態様は、前記第一乃至第十の何れか１つの態様に記載のものにおいて
、前記鍋収容凹所の底壁部中央には、温度センサのセンサ部が配設されている一方、前記
鍋本体の底面には、該底面の一部を構成すると共に前記センサ部が当接される検温板が配
設されており、前記検温板が、前記陶器よりも熱伝達率の高い素材で構成されているもの
である。
【００３５】
　本態様によれば、温度センサのセンサ部が圧接される検温部が、陶器よりも熱伝達率の
高い素材で構成されていることから、検温板の内表面が接する鍋本体内の温度が、温度セ
ンサのセンサ部に速やかに伝達され、陶器表面に圧接されたセンサ部により検知する場合
に比して、鍋本体内の温度をより正確に検温することができる。なお、温度センサのセン
サ部が弾性部材によって上方に付勢された状態で配設することにより、炊飯鍋の有無を検
知する機構を有利に兼ね備えることができる。また、検温板の素材としては、陶器よりも
熱伝達率の高い素材であれば何れでもよいが、好ましくは、アルミニウムやアルミニウム
合金等の金属製や、カーボン製のものを採用することができる。
【００３６】
　本発明の第十二の態様は、前記第十一の態様に記載のものにおいて、前記検温板が、前
記鍋本体の内周面を画成する内表面側に比して、前記鍋本体の外周面を画成する外表面側
の径寸法が小さい段付き円柱形状とされており、前記検温板の前記外表面の中央部には前
記センサ部を収容する収容凹所が設けられているものである。
【００３７】
　本態様によれば、検温板が段付き円柱形状とされていることから、鍋本体の底面に対し
て段差部分で確実に保持されることができ、検温板を安定して鍋本体の底面に配設するこ
とができる。しかも、外表面の中央部には、収容凹所が設けられていることから、センサ
部を安定して位置決め保持することができる。また、収容凹所を設けることで検温板部の
センサ部が当接される部位の板厚を薄くすることができ、一層確実かつ速やかに鍋本体の
内部の温度を検知することができる。
【００３８】
　本発明の第十三の態様は、前記第十二の態様に記載のものにおいて、前記検温板の大径
部と小径部の間の段差面が、内周側に行くに従って下降する下方傾斜面とされている一方
、前記収容凹所の周壁部が下方に行くにしたがって径方向外方に広がるテーパ面形状を有
しているものである。
【００３９】
　本態様によれば、小径部と大径部の間の段差面が下方傾斜面とされていることから、検
温板の鍋本体の底壁部への係止部分において局所的な応力の集中を解消することができる
。さらに、収容凹所が下方に向かって径方向外方に広がるテーパ面形状とされていること
から、センサ部をセンタリングしつつ収容することができ、検温板とセンサ部の位置決め
を一層スムーズに行うことができる。
【発明の効果】
【００４０】
　本発明によれば、炊飯器本体の鍋収容凹所の底壁部に電気ヒータを設置すると共に、鍋
本体を電気ヒータで直接加熱する構造が採用されている。これにより、陶器製の鍋本体が
直接加熱される場合の鍋本体の緩やかな温度上昇性や温度上昇時における均熱化、さらに
加熱後の蓄熱性の高さを巧く利用することにより、お米を美味しく炊き上げることができ
る。しかも、熱源は電気ヒータを利用していることから、予約炊飯など電気炊飯器の利便
性もそのまま保持できる。さらに、蓋体が、鍋収容凹所の上方開口部において外部に露呈
されている。これにより、蓄熱性の高い材料で構成された炊飯鍋の上方への放熱性が安定
して確保され、陶器製鍋本体の蓄熱性の高さに起因する不必要なお米の焦げ付きなどを有
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利かつ簡便に防止できる。加えて、送風路は、その上端開口部が、鍋収容凹所の上方開口
部において外部に直接連通されている。このような構造の送風路に対して、制御部が、炊
飯の蒸らし工程において、送風ファンを駆動して送風路の下端開口部から導入された外気
を、送風路内に滞留させることなく上端開口部から連続的に排出させるようになっている
。したがって、陶器製の鍋本体の蓄熱性が問題となる蒸らし工程において、送風ファンを
駆動するだけで、送風路に外気を連続して通過させることができ、鍋本体の全体の冷却を
促進できる。
【図面の簡単な説明】
【００４１】
【図１】本発明の一実施形態としての電気炊飯器を示す全体斜視図。
【図２】図１に示す電気炊飯器の平面図。
【図３】図１に示す電気炊飯器の底面図。
【図４】図２におけるＩＶーＩＶ断面拡大図。
【図５】本実施形態の電気炊飯器における炊飯の工程を説明するための図。
【発明を実施するための形態】
【００４２】
　以下、本発明の実施形態について、図面を参照しつつ説明する。
【００４３】
　図１～４には、本発明の一実施形態としての電気炊飯器１０が示されている。電気炊飯
器１０は、被炊飯物としての飯米や水等を収容する炊飯鍋１２と、炊飯鍋１２を取り出し
可能に収容する鍋収容凹所１４を有する炊飯器本体１６と、を備えて構成されている。な
お、以下の説明において、上方とは、図１，４中の上方、下方とは、図１，４中の下方を
言い、また前方とは、図１～２，４中の左方、後方とは、図１～２，４中の右方を言うも
のとする。
【００４４】
　図４に示されているように、炊飯鍋１２は、被炊飯物としての飯米や水等を収容する陶
器製の鍋本体１８と、鍋本体１８の開口部たる上方開口部２０を覆蓋する蓋体２２から構
成されている。鍋本体１８と蓋体２２は、いずれも表面に開口する多数の微小空間を有す
る多孔質の陶器製とされている。鍋本体１８は、一体的に形成された上方開口部２０に向
かって拡径する略円筒形状の周壁部２４と略円板状の底部２６を有しており、全体として
略丸釜形状を呈している。本実施形態では、周壁部２４の肉厚寸法は、底部２６から上方
開口部２０に向かって次第に厚肉にされており、底部２６の肉厚寸法：ｔ１よりも周壁部
２４の中間から上端の肉厚寸法：ｔ２の方が大きくされている（ｔ１＜ｔ２）。また、炊
飯鍋１２の鍋本体１８の上端縁部２８には、外周側に向かって略矩形断面形状で突出して
外周側の略全周に亘って広がるようにフランジ部３０が設けられている。かかるフランジ
部３０の底面３２には、外周側に向かうにしたがって下方に向かって突出する下方傾斜が
つけられている。すなわち、かかる下方傾斜は、後述するように、環状凹溝部１１０の底
壁１１２に接近するように構成されている。さらに、フランジ部３０の上面３４にも、外
周側に向かうにしたがって下方に向かって突出する下方傾斜がつけられている。加えて、
鍋本体１８の上端縁部２８の内周側には、略全周に亘って略Ｌ字断面形状の段差面３６ａ
，３６ｂが設けられている。ここで、段差面３６ｂは、段差面３６ａよりも下方かつ内方
に形成されている。
【００４５】
　また、図４に示されているように、炊飯鍋１２の鍋本体１８の底面にあたる底部２６の
中央部には、検温板３８が配設される、検温板３８と略相似の断面形状を有する貫通孔４
０が形成されている。検温板３８の外形と貫通孔４０が略相似のＴ字断面形状を有してい
ることから、検温板３８が貫通孔４０内に安定して保持可能となっている。そして、検温
板３８は、底部２６の一部を構成すると共に後述する炊飯器本体１６のセンサ部７６ａが
当接されるようになっている。かかる検温板３８は、鍋本体１８や蓋体２２を構成する陶
器よりも熱伝達率の高い素材である、各種金属や金属化合物あるいはカーボンやアルミナ
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や窒化アルミニウム等によって構成されている。これにより、温度センサ７６のセンサ部
７６ａが陶器表面に圧接された場合に比して、鍋本体１８内の温度をより正確に検温でき
る。ここで、検温板３８の外形と貫通孔４０が略相似のＴ字断面形状を有していることか
ら、以下では検温板３８を例にとってその形状について詳述することにする。検温板３８
は、鍋本体１８の内周面を画成する底部２６の内表面側が大径部４２とされている一方、
鍋本体１８の外周面を画成する底部２６の外表面側が小径部４４とされており、全体とし
て略段付き円柱形状を呈している。しかも、検温板３８の大径部４２と小径部４４の間の
段差面４６が、内周側に行くに従って下降する下方傾斜面とされている。以上の形状が、
検温板３８の外形と貫通孔４０の相似するＴ字断面形状である。なお、検温板３８には貫
通孔４０とは異なり、外表面の中央部において下方に向かって開口して後述するセンサ部
７６ａを収容する収容凹所４８が設けられている。ここで、かかる収容凹所４８の周壁部
の内面５０が下方に行くにしたがって径方向（図４中、左右方向）外方に広がるテーパ面
形状を有している。
【００４６】
　上述のように検温板３８が段付き円柱形状とされていることから、鍋本体１８の底部２
６に設けられた相似形状の貫通孔４０に対して段差部分で確実に保持でき、検温板３８を
安定して鍋本体１８の底部２６に配設することができる。しかも、外表面の中央部にセン
サ部７６ａを収容する収容凹所４８が設けられていることから、センサ部７６ａを安定し
て位置決め保持できる。また、収容凹所４８を設けることによってセンサ部７６ａが当接
される部位の板厚を薄くすることができることから、より確実に鍋本体１８の内部の温度
を検知できる。加えて、検温板３８の大径部４２と小径部４４の間の段差面４６が下方傾
斜面とされていることから、検温板３８の鍋本体１８の底部２６への係止部分において局
所的な応力の集中を解消でき、製造工程においては、両者の間に接着剤を流し込み易くな
り、製造性の向上も図ることができる。さらに、収容凹所４８の周壁部の内面５０が下方
に行くにしたがって径方向外方に広がるテーパ面形状を有していることから、センサ部７
６ａをガイドして収容凹所４８に収容することができ、検温板３８とセンサ部７６ａの位
置決めをスムーズに行うことができるようになっている。
【００４７】
　一方、図４に示されているように、炊飯鍋１２の蓋体２２は、内蓋５２と外蓋５４とを
含んで構成されている。本実施形態では、いずれも鍋本体１８と同様、陶器製とされてい
る。内蓋５２は、全体として平坦に広がる略円板形状を有しており、径方向中央部分には
上方に向かって突出する柱状の取っ手５６が一体形成されている。また、内蓋５２の肉厚
寸法：ｔ３は、底部２６の肉厚寸法：ｔ１や外蓋５４の肉厚寸法：ｔ４よりも大きくされ
、周壁部２４の中間から上端側の肉厚寸法：ｔ２よりも小さくされている（ｔ１≒ｔ４＜
ｔ３＜ｔ２）。さらに、内蓋５２の外周縁部の上端部分には、略全周に亘って外周側に向
かって延び出すフランジ状の係止片５８が一体形成されている。加えて、内蓋５２には、
図示しない圧抜き用の圧抜き孔が、内蓋５２を肉厚方向で貫通して形成されている。また
、内蓋５２の下面には、下方に向かって略ドーム形状で突出する突部６０が複数形成され
ている。このような構造とされた内蓋５２は、図４に示されているように、取っ手５６を
把持した状態で内蓋５２の係止片５８を鍋本体１８の上端縁部２８の段差面３６ｂに係合
させることにより、鍋本体１８の開口部たる上方開口部２０を覆蓋できるようになってい
る。一方、外蓋５４は、図１，４に示されているように、全体として略球殻形状を有して
おり、径方向中央部分には、上方に向かって突出する略筒状の取っ手６２が設けられてい
る。また、図２に示されているように、取っ手６２の後方（図２中、右方）には、略円形
断面形状で貫設された圧抜き孔６４が形成されている。このような構造とされた外蓋５４
が、図４に示されているように、取っ手６２を把持した状態で外蓋５４の外周縁部を鍋本
体１８の上端縁部２８の段差面３６ａに係合させることにより、内蓋５２の上方に設置さ
れて内蓋５２との間に蒸気収納空間６６が形成できるようになっている。このように、蓋
体２２が内蓋５２と外蓋５４の二重部蓋構造とされていると共に内蓋５２と外蓋５４の間
に蒸気収納空間６６が形成されていることから、炊飯時における鍋本体１８内部の加圧状



(10) JP 6553151 B2 2019.7.31

10

20

30

40

50

態や均熱化を安定して保持できるのである。さらに、内蓋５２が鍋本体１８の上方開口部
２０を覆蓋して平坦に広がると共に外蓋５４よりも厚肉とされていることから、内蓋５２
の重量によって炊飯時における鍋本体１８内部の加圧をより確実に保持することができ、
良好な炊飯を実現できるようになっている。
【００４８】
　図４に示されているように、炊飯器本体１６は鍋収容凹所１４を備えている一方、かか
る鍋収容凹所１４は平面視で略円形状とされた底壁部６８と底壁部６８の外周縁部から略
全周に亘って略球殻形状で上方に向かって突出する周壁部７０を有して構成されている。
鍋収容凹所１４の底壁部６８には、炊飯鍋１２を加熱する電気ヒータとしてのシーズヒー
タ７２が設けられていると共に、シーズヒータ７２の中央部に貫設された貫通孔７４内に
は温度センサ７６が配設されている。さらに、シーズヒータ７２の下方に位置する炊飯器
本体１６の底面７８側の炊飯器本体１６内には、送風ファン８０と、送風ファン８０とシ
ーズヒータ７２を制御する制御部８２と、を備えている。
【００４９】
　シーズヒータ７２は、図４に示されているように、全体として略皿形状を有しているシ
ーズヒータ保持部材８４に対して、第一シーズヒータ７２ａと第二シーズヒータ７２ｂが
保持された構造を有している。かかるシーズヒータ保持部材８４は金属製とされており、
上面側が鍋本体１８の底部２６と略相似形状とされている一方、下面側には第一シーズヒ
ータ７２ａと第二シーズヒータ７２ｂを収容して保持するためのシーズヒータ収容穴８６
が、下方に向かって開口すると共に周方向に略渦巻き状に延び出して形成されている。よ
り詳細には、第一シーズヒータ７２ａが略皿形状とされたシーズヒータ保持部材８４の略
円板形状の底壁８４ａに保持されている一方、第二シーズヒータ７２ｂは略皿形状とされ
たシーズヒータ保持部材８４の略円環形状の底壁周縁８４ｂに保持されている。このよう
に、電気ヒータを構成するシーズヒータ７２は、鍋本体１８の底部２６の中央が載置され
る略円板形状の第一シーズヒータ７２ａと、鍋本体１８の底部２６の周縁が載置される略
円環形状の第二シーズヒータ７２ｂを含んで構成されているのである。なお、かかるシー
ズヒータ７２は、炊飯器本体１６内の所定位置に対して図示しない固定手段によって固定
されている。この結果、第一シーズヒータ７２ａと第二シーズヒータ７２ｂを炊飯の工程
に合わせて出力制御をすることにより、炊飯時における鍋本体１８の温度分布を有利に調
整することが可能となっている。
【００５０】
　図４に示されているように、鍋収容凹所１４の底壁部６８を構成するシーズヒータ７２
の中央部には貫通孔７４が設けられており、かかる貫通孔７４内には温度センサ７６のセ
ンサ部７６ａが、圧縮コイルスプリング等の弾性部材（図示せず）によって上方に付勢さ
れた状態で上下方向に伸縮自在に配設されている。これにより、炊飯鍋１２の有無を検知
する機構も有利に兼ね備えることができるようになっている。温度センサ７６は、先端面
がセンサ部７６ａとされており、このセンサ部７６ａにおいて被検出物に当接することで
被検出物の温度を検出する公知の構造を有している。また、温度センサ７６が、温度セン
サ７６の下方に設けられた温度センサ支持部９０に連結されている一方、温度センサ支持
部９０は圧縮コイルスプリングを介して炊飯器本体１６に固定されている。さらに、温度
センサ７６が、貫通孔７４の上方開口部から上方に突出された状態で配置されている。こ
れにより、鍋本体１８の底部２６がシーズヒータ７２上に載置されたときに、温度センサ
７６のセンサ部７６ａが、圧縮コイルスプリングの付勢力に基づいて、鍋本体１８の底部
２６の中央部に配設されている検温板３８の収容凹所４８の底面に対して圧接されるよう
になっている。
【００５１】
　また、図４に示されているように、鍋収容凹所１４の底壁部６８を構成するシーズヒー
タ７２の下方に位置する、底面７８側の炊飯器本体１６内には、後方側（図４中、右方側
）に送風ファン８０が設けられている一方、前方側（図４中、左方側）には回路基板から
なる制御部８２が設けられている。かかる送風ファン８０が設けられた炊飯器本体１６の
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底面７８には略全面に亘って略放射線状に延びる多数の略短冊状の貫通孔からなる吸気口
９２ａが形成されている一方、制御部８２が設けられた炊飯器本体１６の底面７８には略
全面に亘って略前後方向（図３中、左右方向）に延びる多数の略短冊状の貫通孔からなる
吸気口９２ｂが形成されている（図３，４参照）。かかる吸気口９２ａ，９２ｂにより、
炊飯器本体１６内に効率的に外気を取り入れることができるようになっている。より詳細
には、吸気口９２ａから炊飯器本体１６内に取り入れられた外気は上方に送られて鍋収容
凹所１４の底壁部６８を構成するシーズヒータ７２を空冷すると共に、後述する鍋収容凹
所１４と鍋本体１８との間に画成される送風路１０２を通って上方に向かって排気される
ようになっている。また、吸気口９２ｂから炊飯器本体１６内に取り入れられた外気は上
方に送られて制御部８２とシーズヒータ７２を空冷すると共に、後述する鍋収容凹所１４
と鍋本体１８との間に画成される送風路１０２を通って上方に向かって排気される。さら
に、制御部８２の上方には制御部８２に向かって開口する略矩形箱体状の合成樹脂製のカ
バー９３が配設されており、制御部８２に対する水等の掛かりの防止やシーズヒータ７２
からの熱の遮断を有利に実現できるようになっている。また、炊飯器本体１６の底面７８
には、周方向に離隔する４ケ所において略中実円錐台形状で突出する脚部９４が設けられ
ている（図３，４参照）。
【００５２】
　一方、図４に示されているように、鍋収容凹所１４の周壁部７０は、鍋収容凹所１４の
底壁部６８を構成するシーズヒータ７２の外周縁部９６に対して外方に向かって離隔した
位置から、上方に向かって次第に拡径する略円筒形状で上方に向かって突出して形成され
ている。かかる周壁部７０の上下方向の略中央部には、周方向に等間隔で離隔した４箇所
に鍋収容凹所１４の内方に向かって突出するゴム突部９８が設けられている。そして、ゴ
ム突部９８が、炊飯鍋１２が鍋収容凹所１４に収容された状態で鍋本体１８の周壁部２４
の外周面に圧接することにより、鍋収容凹所１４の周壁部７０と鍋本体１８の周壁部２４
の外周面との間に所定の寸法の隙間を形成した状態で鍋本体１８が鍋収容凹所１４に収容
されるようになっている。かかる隙間によって、鍋収容凹所１４の周壁部７０と鍋本体１
８の周壁部２４の外周面との間に周方向および上下方向に広がる送風路１０２が形成され
ている。そして、周壁部７０は、ゴム突部９８を境として、上方側が上方周壁部７０ａと
されている一方、下方側が下方周壁部７０ｂとされている。かかる周壁部７０を構成する
上方周壁部７０ａと下方周壁部７０ｂはいずれも金属製とされており、それぞれ別体成形
されている。
【００５３】
　また、図４に示されているように、炊飯鍋１２が鍋収容凹所１４に収容された状態にお
いて、送風路１０２の上端開口部１０４が、鍋収容凹所１４の上方開口部１０６において
外部に直接連通されている一方、送風路１０２の下端開口部１０８が炊飯器本体１６内に
連通されている。より詳細には、送風路１０２は、鍋収容凹所１４の周壁部７０と鍋本体
１８の周壁部２４の外周面との間の全周に亘って広がる環形状を呈しているのである。そ
して、送風路１０２の上端開口部１０４が、鍋収容凹所１４の周壁部７０の上端縁部と鍋
本体１８の上端縁部２８の間に形成された上側環状隙間：αによって構成されている一方
、送風路１０２の下端開口部１０８が鍋収容凹所１４の周壁部７０と鍋収容凹所１４の底
壁部６８を構成するシーズヒータ７２の間に設けられた下側環状隙間：βによって構成さ
れているのである。これにより、送風路１０２を通過する外気の挿通が妨げられることが
なく、より速やかな外気の挿通とそれによる鍋本体１８の冷却を実現することができる。
さらに、送風路１０２における鍋収容凹所１４の上方周壁部７０ａと鍋本体１８の周壁部
２４の間の隙間寸法：γが、上端開口部１０４に向かって拡大している。この結果、送風
路１０２内への外気の滞留をより確実に回避して速やかな外気の挿通を実現できることか
ら、鍋本体１８の速やかな冷却が可能となっている。
【００５４】
　加えて、炊飯器本体１６の鍋収容凹所１４の上方開口部１０６側には、上方に向かって
開口すると共に上方周壁部７０ａの外周の略全周に亘って延出する環状凹溝部１１０が、
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上方周壁部７０ａの外周側に連接して設けられている。かかる環状凹溝部１１０は略樋形
状とされており、底壁１１２と、底壁１１２の内周側の端縁部から上方に向かって突出す
る内周側壁１１４ａと、底壁１１２の外周側の端縁部から上方に向かって突出する外周側
壁１１４ｂと、有している。そして、環状凹溝部１１０の内周側壁１１４ａの先端部が上
方周壁部７０ａの先端部と連接されて、底壁１１２が上方周壁部７０ａの先端部よりも下
方に位置するように形成されている。一方、環状凹溝部１１０の外周側壁１１４ｂの先端
部は、上方周壁部７０ａの先端部を越えて上方に向かって突出し、炊飯鍋１２が鍋収容凹
所１４に収容された状態で鍋本体１８のフランジ部３０の上面３４の外周縁部よりもわず
かに下方に位置するように形成されている。また、炊飯鍋１２が鍋収容凹所１４に収容さ
れた状態で、鍋本体１８の上端縁部２８に設けられたフランジ部３０の外周端面が、その
下方に設けられた炊飯器本体１６の環状凹溝部１１０の直上に位置するようになっている
。これにより、炊飯時に吹きこぼれ等がフランジ部３０の上面３４を伝って外部に漏れた
場合でも環状凹溝部１１０に収容できることから、使用後の清掃等を簡便に行うことがで
きるようになっている。しかも、フランジ部３０の底面３２には外周側に向かって下方傾
斜がつけられていることから、フランジ部３０の底面３２を伝って吹きこぼれ等が鍋収容
凹所１４側に入り込むことが未然に防止されている。また、フランジ部３０の上面３４に
も外周側に向かって下方傾斜がつけられていることから、炊飯時の吹きこぼれ等がフラン
ジ部３０の上面３４を伝って確実に環状凹溝部１１０に収容できるようになっている。さ
らに、炊飯鍋１２を炊飯器本体１６の鍋収容凹所１４に設置する際に鍋本体１８のフラン
ジ部３０を手指で把持する場合に、フランジ部３０の底面３２の下方傾斜により手指のフ
ランジ部３０への係合性が向上され、安定した取扱性を実現できる。なお、炊飯器本体１
６の周壁部１００の対向する上端部が略矩形状に切り欠かれて形成された切欠部１１６に
おいては（図１参照）、図示は省略するが、環状凹溝部１１０の外周側壁１１４ｂの先端
部が、上方周壁部７０ａの先端部よりも下方に位置するように形成されている。これによ
り、両手の手指を切欠部１１６に挿入することで、炊飯鍋１２を鍋収容凹所１４に収容す
る際に手指を炊飯鍋１２と炊飯器本体１６との間に挟むおそれを有利に低減乃至はなくす
ることができる。
【００５５】
　加えて、炊飯器本体１６の周壁部１００における前方側（図４中、左側）の外面には、
例えば液晶ディスプレイや各種のタッチパネル式の操作スイッチを備えた操作パネル１１
８が設置されている。かかる操作パネル１１８の内方には、操作パネル１１８用の制御部
１２０が配設されている。また、制御部１２０の後方（図４中、右方）には制御部１２０
に向かって開口する略矩形箱体状の合成樹脂製のカバー１２２が配設されており、制御部
１２０に対する水等の掛かりの防止やシーズヒータ７２からの熱の遮断を有利に実現でき
るようになっている。
【００５６】
　このような本実施形態に従う構造の電気炊飯器１０は、図４に示されているように、炊
飯鍋１２が鍋収容凹所１４に収容された状態で使用される。なお、かかる状態においては
、鍋収容凹所１４の上方開口部１０６において鍋本体１８の上端縁部２８および蓋体２２
の略全体が外部に露呈されている。
【００５７】
　炊飯の工程は、図５に示されているように、吸水工程と、昇温工程と、炊上工程と、蒸
らし工程と、を含んで構成されている。最初に、吸水工程が実行される。かかる吸水工程
は、図４に示すように、炊飯器本体１６の鍋収容凹所１４に収容された状態の炊飯鍋１２
の鍋本体１８内に、図示しない被炊飯物としての飯米や水等を収容した状態で行われる。
鍋本体１８が熱伝導性が低い陶器製とされていることから、温度が上がりにくくまた温度
ムラが生じやすい。それゆえ、本実施形態では、昇温工程前の吸水工程において、予め加
熱する予熱作業が行われている。かかる予熱作業は、図５に示されているように、吸水工
程において、制御部８２が両方のシーズヒータ７２ａ，７２ｂを用いて例えば５０％程度
の出力値で２０分程度加熱することによって実行される。これにより、吸水工程の時間を
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巧く利用して鍋本体１８の加熱を行い、加熱に時間を要する陶器製の鍋本体１８を昇温工
程の冒頭から所望の鍋本体１８内の温度を実現することができる。なお、かかる予熱作業
中の吸水工程においては、制御部８２によって送風ファン８０がＯＦＦ（非動作）状態と
されている。
【００５８】
　かかる吸水工程後には、昇温工程が実行される。かかる昇温工程では、図５に示されて
いるように、引き続き制御部８２が両方のシーズヒータ７２ａ，７２ｂを用いて鍋本体１
８を加熱することによって実行される。かかるシーズヒータ７２ａ，７２ｂの昇温工程に
おける出力値は、昇温工程の冒頭の昇温（ｉ）（図５参照）において例えば２０％，１０
％で５分となり、吸水工程におけるシーズヒータ７２ａ，７２ｂの出力値の５０％よりも
下げられている。このように一旦昇温工程の冒頭でシーズヒータ７２ａ，７２ｂの出力を
落とすことにより、陶器の蓄熱性を利用して鍋本体１８内の温度を温度ムラをなくして炊
飯に最適な状態にすることができる。さらに、昇温工程の昇温（ｉｉ）（図５参照）にお
いて、シーズヒータ７２ａ，７２ｂの出力値を例えば９０％，５０％で１０分加熱するこ
とにより、鍋本体１８内の温度を炊飯に最適な温度まで昇温することができるようになっ
ている。なお、かかる昇温工程においても、制御部８２によって送風ファン８０がＯＦＦ
（非動作）状態とされている。
【００５９】
　次に、昇温工程後には、炊上工程が実行される。かかる炊上工程では、図５に示されて
いるように、制御部８２が第一シーズヒータ７２ａのみを用いて鍋本体１８を加熱するこ
とによって実行される。かかる第一シーズヒータ７２ａの炊上工程における出力値は、炊
上工程の冒頭の炊上（ｉ）（図５参照）において例えば４０％で５分とされている一方、
炊上工程の後半の炊上（ｉｉ）においては例えば２０％で５分とされている。このように
炊上工程では、陶器製の鍋本体１８の蓄熱性を利用することにより、鍋本体１８の底部２
６中央が載置される第一シーズヒータ７２ａのみを用いて行うことができる。それゆえ、
陶器製の鍋本体１８の蓄熱性を利用した省電力な炊飯が可能となっている。なお、かかる
炊上工程においても、制御部８２によって送風ファン８０がＯＦＦ（非動作）状態とされ
ている。
【００６０】
　最後に、炊上工程後には、蒸らし工程が実行される。かかる蒸らし工程では、図５に示
されているように、蒸らし工程の冒頭の蒸らし（ｉ）（図５参照）において、制御部８２
が両方のシーズヒータ７２ａ，７２ｂの出力値を例えば０％で１５分程度とすると共に送
風ファン８０を駆動させている。これにより、送風路１０２の下端開口部１０８から導入
された外気を、送風路１０２内に滞留させることなく上端開口部１０４から連続的に排出
させることができることから、鍋本体１８の全体の冷却を促進できるようになっている。
また、蒸らし工程の後半の蒸らし（ｉｉ）（図５参照）においては、制御部８２が第一シ
ーズヒータ７２ａの出力値のみを例えば１０％で５分程度とすると共に送風ファン８０を
ＯＦＦ（非動作）状態としている。以上により、炊飯の工程全体が終了し、以降は保温工
程となる。このように、制御部８２が、連続して送風ファン８０を駆動して送風路１０２
に外気を連続して通過させると共に、シーズヒータ７２ａ，７２ｂをオフにしている蒸ら
し工程の冒頭の蒸らし（ｉ）の期間（１５分）が、蒸らし工程の全期間（１５分＋５分）
の７割以上の期間に亘っている。これにより、制御部８２が、蒸らし工程の冒頭の蒸らし
（ｉ）から蒸らし工程の７割以上の期間に亘ってシーズヒータ７２ａ，７２ｂがオフにさ
れると共に連続して送風路１０２に外気が導入され続けることができる。それゆえ、鍋本
体１８の放熱を速やかに実行して蒸らし工程に適した鍋本体１８の温度を維持することが
でき、ふっくらとした美味しい御飯を炊き上げることができる。また、図５に示されてい
るように、蒸らし工程以外の工程において、制御部８２が送風ファン８０を駆動しないよ
うになっていることから、送風路１０２を通過する外気による陶器製の鍋本体１８の放熱
が防止されており、陶器製の鍋本体１８の蓄熱性を利用した炊飯を有利に実現することが
できるようになっている。
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【００６１】
　このような本発明に従う構成とされた電気炊飯器１０によれば、炊飯器本体１６の鍋収
容凹所１４の底壁部６８に設けられたシーズヒータ７２により炊飯鍋１２の鍋本体１８を
直接加熱するようになっている。それゆえ、昔ながらの釜戸と同様に、陶器製の鍋本体１
８が直接加熱されることによる鍋本体１８の緩やかな温度上昇性や温度上昇時における均
熱化および加熱後の蓄熱性の高さを巧く利用することにより、お米を美味しく炊き上げる
ことができる。しかも、シーズヒータ７２を利用していることから、制御部８２によって
予約炊飯など電気炊飯器１０の利便性もそのまま保持することができる。
【００６２】
　さらに、炊飯鍋１２が鍋収容凹所１４に収容された状態で、鍋収容凹所１４の上方開口
部１０６において鍋本体１８の上端縁部２８および蓋体２２の略全体が外部に露呈されて
いる。これにより、蓄熱性の高い材料で構成された炊飯鍋１２の上方への放熱性が安定し
て確保されると共に、かかる蓄熱性の高さに起因する不必要なお米の焦げ付きなどを有利
かつ簡便に防止できる。
【００６３】
　加えて、鍋収容凹所１４の周壁部７０と鍋本体１８の周壁部２４の外周面との間に周方
向および上下方向に広がる送風路１０２が形成されており、送風路１０２の上端開口部１
０４が外部に直接連通されている一方、送風路１０２の下端開口部１０８が炊飯器本体１
６内に連通されている。これにより、陶器製の鍋本体１８の蓄熱性が問題となる蒸らし工
程において送風ファン８０を駆動するだけで、送風路１０２の下端開口部１０８から導入
された外気を、送風路１０２内に滞留させることなく上端開口部１０４から連続的に排出
させることができることから、鍋本体１８の全体の冷却を促進できる。
【００６４】
　なお、本実施形態では、制御部８２は乾燥モードを有している。かかる乾燥工程は、被
炊飯物としての飯米や水等が収容されていない鍋本体１８のみを炊飯器本体１６の鍋収容
凹所１４に収容した状態で行われる。より詳細には、乾燥工程は、制御部８２が電気ヒー
タを構成するシーズヒータ７２と送風ファン８０を駆動させることにより、鍋本体１８の
乾燥を促進するように行われる。かかる乾燥工程により、わすれがちな使用後の鍋本体１
８の乾燥を確実に行うことができることから、鍋本体１８の初期状態を維持して、鍋本体
１８の耐久性の維持・向上を図ることができる。
【００６５】
　以上、本発明の一実施形態について説明してきたが、これはあくまでも例示であって、
本発明は、かかる実施形態における具体的な記載によって、何等、限定的に解釈されるも
のではない。
【００６６】
　例えば、上記実施形態では、炊飯鍋１２の蓋体２２も鍋本体１８と同じく陶器製とされ
ていたが、蓋体２２は必ずしも陶器製である必要はなく、陶器製の他、鋳物製やガラス製
など任意の材料を用いることができる。一方、陶器製の鍋本体は、高い蓄熱性を保持する
ために、ＪＩＳ　Ａ　１５０９により測定したかさ密度が、１．５ｇ／ｃｍ3 ～２．３ｇ
／ｃｍ3 、好ましくは２．０ｇ／ｃｍ3 ～２．１ｇ／ｃｍ3 とされ、本実施形態では２．
０５ｇ／ｃｍ3 ～２．０８ｇ／ｃｍ3 となっている。加えて、陶器製の鍋本体のＪＩＳ
Ａ　１５０９により測定した吸水率が、６～１２％、好ましくは８～１０％とされ、本実
施形態では９％となっている。また、上記実施形態では、電気ヒータはシーズヒータ７２
とされていたが、これに限定されず、セラミックヒータやカーボンヒータ等の公知の電気
ヒータが採用可能である。
【００６７】
　さらに、上記実施形態では、蒸らし工程の後半の蒸らし（ｉｉ）では、第一シーズヒー
タ７２ａの出力値のみを例えば１０％で５分程度とすると共に送風ファン８０をＯＦＦ（
非動作）状態としていたが、これに限定されない。すなわち、連続して送風ファン８０を
駆動すると共に両方のシーズヒータ７２ａ，７２ｂの出力値がゼロとされている期間を蒸
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らし工程の全期間の７割以上とした状態で、蒸らし工程の後半の蒸らし（ｉｉ）で送風フ
ァン８０を駆動せず両方のシーズヒータ７２ａ，７２ｂをオフにして余分な水分を飛ばす
工程を組み入れてもよい。もしくは、蒸らし工程の全期間において本実施形態の蒸らし（
ｉ）のように送風ファン８０の連続駆動と両方のシーズヒータ７２ａ，７２ｂのオフの状
態を維持するようにしてもよい。
【００６８】
　上記実施形態では、電気ヒータを第一シーズヒータ７２ａと第二シーズヒータ７２ｂで
構成した例を示したが、単一の電気ヒータを用い、陶器製の鍋本体１８の蓄熱性のみを利
用しかつ蒸らし工程で送風ファン８０による強制冷却を行うことにより、炊飯を行う態様
も本発明に含まれることは言うまでもない。
【００６９】
　その他、一々列挙はしないが、本発明は、当業者の知識に基づいて種々なる変更，修正
，改良等を加えた態様において実施され得るものであり、また、そのような実施態様が、
本発明の趣旨を逸脱しない限り、何れも、本発明の範囲内に含まれるものであることは、
言うまでもない。
　なお、上記実施形態は、以下に記載の発明（１）を含むものである。
　発明（１）は、被炊飯物を収容する炊飯鍋と、該炊飯鍋を取り出し可能に収容する鍋収
容凹所を有する炊飯器本体と、該鍋収容凹所の底壁部に設けられて前記炊飯鍋を加熱する
電気ヒータと、該炊飯器本体内に設けられた送風ファンと、該電気ヒータと該送風ファン
を制御する制御部と、を備えた電気炊飯器において、前記炊飯鍋が、前記被炊飯物を収容
する陶器製の鍋本体と該鍋本体の開口部を覆蓋する蓋体から構成されていると共に、前記
炊飯器本体の前記鍋収容凹所に前記炊飯鍋が収容された状態で、該鍋収容凹所の上方開口
部において前記蓋体が外部に露呈されている一方、該鍋収容凹所の周壁部と該炊飯鍋の該
鍋本体との間に周方向および上下方向に広がる送風路が形成されていると共に、前記送風
路の上端開口部が、前記鍋収容凹所の前記上方開口部において外部に直接連通されている
一方、前記送風路の下端開口部が前記炊飯器本体内に連通されており、前記制御部が、炊
飯の蒸らし工程において前記送風ファンを駆動して、前記送風路の前記下端開口部から導
入された外気を、前記送風路内に滞留させることなく前記上端開口部から連続的に排出さ
せるようになっていることを特徴とする。
【符号の説明】
【００７０】
１０：電気炊飯器、１２：炊飯鍋、１４：鍋収容凹所、１６：炊飯器本体、１８：鍋本体
、２０：上方開口部（開口部）、２２：蓋体、２６：底部（底面）、２８：上端縁部、３
０：フランジ部、３２：底面、３８：検温板、４２：大径部、４４：小径部、４６：段差
面、４８：収容凹所、５０：内面、５２：内蓋、６６：蒸気収納空間、６８：底壁部、７
０：周壁部、７２：シーズヒータ（電気ヒータ）、７２ａ：第一シーズヒータ、７２ｂ：
第二シーズヒータ、７６：温度センサ、７６ａ：センサ部、８０：送風ファン、８２：制
御部、１０２：送風路、１０４：上端開口部、１０６：上方開口部、１０８：下端開口部
、１１０：環状凹溝部、１１２：底壁
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